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１．消費者施策体系

項目

Ⅰ消費者の安全・安心の確保

１ 商品・役務の安全性の確保 Ⅰ-1

２ 消費者取引の適正化
（1)不当な取引行為の防止等 Ⅰ-２-（１）
(２)価格・商品の表示、広告等の適正化 Ⅰ-２-（２）

３ 消費者への情報提供 Ⅰ-３
４ 個人情報の保護 Ⅰ-４
５ 物価安定対策と適正な税の転嫁 Ⅰ-５

Ⅱ 消費者の自立への支援

１ 高度情報通信社会への対応 Ⅱ－１
２ 持続可能な社会の形成に貢献する消費行動の推進 Ⅱ－２
３ 高齢者、障がい者等への支援 Ⅱ－３

Ⅲ 消費者教育の推進

１ 消費者教育推進の基本的な方向

２ ライフステージに応じた多様な場における消費者教育の推進
（１）学校（小学校・中学校・高等学校・支援学校等）等 Ⅲ-２-（1）
   における消費者教育
（２）大学等における消費者教育 Ⅲ-２-（２）
（３）地域における消費者教育 Ⅲ-２-（３）
（４）家庭等における消費者教育 Ⅲ-２-（４）
（５）職域における消費者教育 Ⅲ-２-（５）
（６）消費者教育拠点としての消費生活センターの活用 Ⅲ-２-（６）

３ 消費者教育の担い手の育成と活用
（１）小学校・中学校・高等学校・支援学校等における教職員 Ⅲ-３-（１）
（２）消費生活相談員等 Ⅲ-３-（２）
（３）実務経験者等 Ⅲ-３-（３）
（４）地域における消費者教育の担い手 Ⅲ-３-（４）
（５）消費者教育コーディネーター Ⅲ-３-（５）

１ 府の消費生活相談体制の充実・強化
（１）高度で専門的な相談への対応力強化 Ⅳ-１-（１）
   （相談員の育成・資質向上）
（２）府消費生活センターほか各種相談窓口の Ⅳ-１-（２）
   連携による相談体制の充実強化
（３）府における消費生活相談窓口の周知強化（広報強化） Ⅳ-１-（３）

Ⅳ-１-（４）
２ 市町村相談体制への支援

（１）市町村消費生活相談員等の育成・資質向上等 Ⅳ-２-（１）
（２）市町村における消費生活相談業務の支援 Ⅳ-２-（２）

（１）あっせん、調停の活用 Ⅳ-３-（１）
（２）訴訟への支援 Ⅳ-３-（２）
（３）高齢者、障がい者等の被害解決への支援 Ⅳ-３-（３）
（４）警察による防犯活動・犯罪の取締りの推進 Ⅳ-３-（４）

消費者施策の推進

Ⅳ 消費生活相談体制の充実

３ 消費者問題の早期解決支援
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3.担当部課別事業一覧
部 室課 事業 基本目標番号 再掲箇所

製品関連被害防止・救済のための商品テスト Ⅰ－１ Ⅳ－１－（１）

消費者保護条例に基づく危害防止 Ⅰ－１ Ⅰ－３

消費生活用製品の監視取締り Ⅰ－１

家庭用品品質表示の指導取締り Ⅰ－１ Ⅰ－２－（２）

消費者保護条例等に基づく不当な取引行為及び訪問販売等の指導
取締り等

Ⅰ－２－（１）

前払式特定取引業者の指導監督等 Ⅰ－２－（１）

ゴルフ場等の会員契約に関する不当な行為の指導取締り Ⅰ－２－（１）

消費者行政関連会議、研修会の出席 Ⅰ－２－（１）

事業者に対する関係法令等の説明会の実施 Ⅰ－２－（１） Ⅰ－２－（２）

不当景品・不当表示の指導取締り Ⅰ－２－（２）

Ⅱ－１ Ⅱ－３
Ⅲ－２－
（４）

Ⅲ－２－（６）

Ⅳ－１－（３）
Ⅳ－３－
（３）

ウェブサイトの運用 Ⅰ－３ Ⅳ－１－（３）

若者向けウェブサイトの運用 Ⅰ－３ Ⅱ－１
Ⅲ－２－
（１）

消費者問題講演会（府市連携事業） Ⅰ－３

消費者フェアの実施 Ⅰ－３ Ⅲ－２－（３）
Ⅲ－２－
（６）

消費者保護条例に基づく自主行動基準の策定・届出 Ⅰ－３

総合案内の運営及び消費者啓発事業の実施（府市連携事業） Ⅰ－３ Ⅲ－２－（６）

相談事業等を通じての個人情報保護にかかる事業者への注意喚起 Ⅰ－４

センター内の個人情報の適正管理 Ⅰ－４

生活二法の適正な運用 Ⅰ－５

消費者保護条例による緊急措置 Ⅰ－５

中核的センター機能充実強化研修 Ⅱ－１ Ⅲ－３－（２）
Ⅳ－１－
（１）

市町村相談員総括者研修 Ⅱ－１ Ⅲ－３－（２）
Ⅳ－２－
（１）

消費者教育講師派遣 Ⅱ－１ Ⅲ－２－（１）
Ⅲ－２－
（３）

Ⅲ－２－
（４）

消費のサポーター養成・更新講座 Ⅱ－１ Ⅱ－３
Ⅲ－２－
（３）

Ⅲ－３－
（４）

Ⅳ－３－（３）

高齢者向け「消費者問題ミニ講座」への講師派遣 Ⅱ－１ Ⅱ－３
Ⅳ－３－
（３）

Ⅲ－３－
（４）

Ⅲ－２－（３）

高齢者等の見守り者対象の講座の実施 Ⅱ－３ Ⅲ－２－（４）
Ⅳ－３－
（３）

Ⅲ－３－
（４）

夏休み若者向け特別啓発 Ⅲ－２－（１）

福祉部と連携した見守り強化 Ⅱ－３ Ⅲ－２－（５）
Ⅲ－３－
（４）

消費者教育教材活用推進 Ⅲ－２－（１） Ⅲ－３－（１）

若者向け啓発資料の作成 Ⅲ－２－（１）

成年年齢引下げに伴う集中啓発 Ⅱ－３ Ⅲ－（１）－①

大学生期における消費者教育 Ⅱ－３ Ⅲ－（１）－②
Ⅲ－（２）－
③

特殊詐欺等被害防止に向けた広報啓発活動 Ⅱ－３ Ⅲ－（３）
Ⅳ－３－
（３）

金銭教育の普及等 Ⅲ－２－（３）

社会教育施設等への情報提供及び教材等の貸し出し Ⅲ－２－（４）

市町村消費者行政職員等研修会の実施 Ⅲ－３－（２） Ⅳ－２－（１）

消費生活相談及び苦情処理 Ⅳ－１－（１）

国民生活センター研修の受講 Ⅲ－３－（５） Ⅳ－１－（１）

共同事例研究会の実施 Ⅳ－２－（１）

巡回相談・経由相談の実施 Ⅳ－２－（２）

市町村相談体制整備支援 Ⅳ－２－（２）

法律相談の実施 Ⅳ－２－（２）

大阪府消費者行政強化・推進事業補助金 Ⅳ－２－（２）

商品テスト事例研究会の実施 Ⅳ－２－（２）

大阪府消費生活苦情審査委員会の運営 Ⅳ－３－（１）

訴訟の援助 Ⅳ－３－（２）

府民文化部

Ⅰ－３消費生活情報の提供

消費生活セン
ター
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3.担当部課別事業一覧
部 室課 事業 基本目標番号 再掲箇所

災害時等における消費者被害の防止 Ⅰ－３（新規）

製品による事故防止のための情報提供 Ⅰ－３（新規）

災害時等における生活関連商品の価格・需給動向等の監視 Ⅰ－５（新規）

消費者フェアの実施（エシカル消費の推進を含む） Ⅱ－２（一部新規）

「高齢者・障がい者等の消費者被害に関する連絡会」の開催 Ⅱ－３（新規）

市町村職員行政職員等研修会の実施 Ⅱ－３（一部新規）

消費のサポーター事業における地域安全センターとの連携 Ⅱ－３（新規） Ⅲ－２－（３）

消費者教育コーディネーターの活用 Ⅲ－３－（５）（新規）

高圧ガス・ＬＰガス・火薬類（がん具煙火）の指導取締り Ⅰ－１

電気用品安全法、ガス事業法の指導取締り Ⅰ－１

青少年・地域安
全室青少年課

大阪の子どもを守るネット対策事業 Ⅱ－１ Ⅲ－２－（１）

消費のサポーター事業における地域安全センターとの連携 Ⅱ－３（新規）

総務部 統計課 大阪市消費者物価指数の作成 Ⅰ－５

府政情報室広報
広聴課

府民相談 Ⅳ－１－（２）

都市魅力創造局
企画・観光課

旅行業法に基づく府知事登録業者への適正指導（報告徴収及び立入
検査等）

Ⅰ－２－（１）

都市魅力創造局
国際課

府民相談 Ⅳ－１－（２）
Ⅳ－１－（２）
（一部新規）

福祉サービス第三者評価事業の推進 Ⅰ－３

地域権利擁護総合推進事業 Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

日常生活自立支援事業 Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

福祉サービスに関する苦情解決 Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

障がい福祉室障
がい福祉企画課

障がい福祉サービスに関する相談・苦情解決体制づくり Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

障がい福祉室自
立支援課

府内の福祉施設で働く障がい者が生産する製品の認知度向上 Ⅱ－２（新規）

高齢介護室介護
支援課・介護事
業者課

介護保険制度における相談・苦情解決体制の推進 Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

高齢介護室介護
事業者課

高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく「サービス付き高齢
者向け住宅の登録・閲覧制度」

Ⅰ－３

保健医療室保健
医療企画課

府民相談 Ⅳ－１－（２）

救急医療の適正利用 Ⅰ－３

献血意識の高揚 Ⅰ－３

保健医療室感染
症対策課

感染症の予防に関する知識の普及 Ⅰ－３

保健医療室地域
保健課

ギャンブル等依存症に関する知識の普及 Ⅰ－３（新規）

栄養知識の普及 Ⅰ－３

生活習慣病に関する知識の普及 Ⅰ－３

有害物質等を含有する家庭用品の監視取締り Ⅰ－１

住居衛生対策事業 Ⅰ－３

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器、再生医療等製品、指定薬
物及び毒物劇物に関する監視指導

Ⅰ－１ Ⅰ－２－（２）

健康食品安全対策事業 Ⅰ－１ Ⅰ－３

医薬品の適正使用の推進 Ⅰ－３

薬物乱用防止対策の推進 Ⅰ－３

食品衛生に関する監視取締り Ⅰ－１ Ⅰ－２－（２）

食品衛生知識の普及 Ⅰ－１

食品表示適正化推進事業 Ⅰ－２－（２）

福祉部

健康医療部

府民文化部

生活衛生室薬務
課

生活衛生室食の
安全推進課

健康推進室健康
づくり課

地域福祉推進室
地域福祉課

政策企画部

保健医療室医療
対策課

生活衛生室環境
衛生課

危機管理室消防
保安課
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3.担当部課別事業一覧
部 室課 事業 基本目標番号 再掲箇所

中小企業支援室
金融課

多重債務者対策の推進 Ⅳ－１－（２）

計量検定所 適正計量の確保 Ⅰ－２－（２）

太陽光パネル設置普及啓発事業 Ⅱ－２

府民参加型太陽光発電促進事業 Ⅱ－２

太陽光発電設備の設置による地域環境活動の推進 新規

グリーン購入の推進 Ⅱ－２

環境教育・環境保全活動の推進 Ⅱ－２

省エネ行動の実践の促進 Ⅱ－２

温暖化「適応」推進事業 Ⅱ－２

リサイクル社会推進事業 Ⅱ－２

プラスチック対策推進事業 Ⅱ－２

プラスチック対策推進事業（R２～） Ⅱ－２（新規）

環境管理室事業
所指導課

生活排水対策の推進 Ⅱ－２

エコカーの普及促進 Ⅱ－２

駐車時におけるアイドリングストップの推進 Ⅱ－２

おおさか交通エコチャレンジ推進運動 Ⅱ－２

海岸漂着物等対策推進事業 (新規)

青果物価格安定対策事業 Ⅰ－５

大阪エコ農業総合推進対策事業 Ⅱ－２

米穀等の産地情報に関する表示の適正化の推進 Ⅰ－２－（２）

中央卸売市場事業 Ⅰ－５

地方卸売市場の運営の指導 Ⅰ－５

大阪産（もん）ブランド化の推進 Ⅱ－２

食品ロス削減対策検討事業 Ⅱ－２

都市整備部 交通道路室 自動車運転代行業者への適正指導（報告徴収及び立入検査等） Ⅰ－２－（１）

高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく「サービス付き高齢
者向け住宅の登録・閲覧制度」

Ⅰ－３

大阪あんぜん・あんしん賃貸住宅登録制度 Ⅰ－３

住宅瑕疵担保履行法にかかる情報提供 Ⅰ－３

大阪の住まい活性化フォーラムにおけるリフォーム・リノベーションの
普及・啓発

Ⅰ－３

大阪の住まい活性化フォーラムにおける『大阪版・空家バンク』の設
置

Ⅰ－３

大阪府住宅リフォームマイスター制度 Ⅰ－３ Ⅳ－１－（２）

住まい・まちづくり教育の普及 Ⅲ－２－（１）

住宅相談の実施 Ⅳ－１－（２）

分譲マンション管理・建替えサポートシステム Ⅳ－１－（２）

大阪の住まい活性化フォーラムにおける住まいの相談の実施 Ⅳ－１－（２）

「大阪・工事監理の星」制度への支援 Ⅰ－３

防犯に配慮した共同住宅に係る設計指針の公表 Ⅰ－３

建築物に附属する特定の設備等の安全確保 Ⅰ－３

建築基準法及び建築士法に基づく情報提供等 Ⅰ－３

宅地建物取引の適正指導 Ⅰ－２－（１）

住宅瑕疵担保履行法にかかる情報提供 Ⅰ－３

宅地建物取引及び建設工事請負契約に関する啓発 Ⅰ－３

建設工事請負契約等に関する相談 Ⅳ－１－（２）

住宅まちづ
くり部

環境農林水
産部

商工労働部

循環型社会推進
室資源循環課

環境管理室環境
保全課

建築振興課

都市居住課

農政室推進課

建築指導室建築
安全課

エネルギー政策
課

流通対策室
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3.担当部課別事業一覧
部 室課 事業 基本目標番号 再掲箇所

学習指導要領に基づく消費者教育 Ⅲ－２－（１）

「大阪府金融広報委員会」との連携 Ⅲ－２－（１）

教育振興室支援
教育課

学習指導要領に基づく消費者教育 Ⅲ－２－（１）

「大阪の子どもを守るサイバーネットワーク連絡会議」における関係機
関等との連携

Ⅱ－１

学習指導要領に基づく消費者教育 Ⅲ－２－（１）

「大阪府金融広報委員会」との連携 Ⅲ－２－（１）

市町村教育室地
域教育振興課

社会教育施設等への情報提供及び教材等の貸し出し Ⅲ－２－（４）

教育センター 学校教員の消費者教育研修の実施 Ⅲ－３－（１）

特殊詐欺被害防止に向けた広報啓発活動 Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

圧着ハガキの郵送による広報啓発活動費（特殊詐欺対策） Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

「おおさか特殊詐欺被害防止コールセンター」の開設 Ⅱ－３ Ⅳ－３－（３）

サイバー犯罪に対する指導・取締り Ⅱ－１

不正アクセス行為の再発防止のための援助 Ⅱ－１

インターネットバンキングや偽ショッピングサイト被害等における消費
者に対する広報啓発活動

Ⅱ－１

悪質商法１１０番の設置 Ⅳ－１－（２） Ⅳ－３－（４）

警察による防犯活動・犯罪の取締りの推進 Ⅳ－３－（４）

生活環境課 警察による防犯活動・犯罪の取締りの推進 Ⅳ－３－（４）

警察本部生
活安全部

教育庁

教育振興室高等
学校課

生活経済課

市町村教育室小
中学校課

府民安全対策課

サイバー犯罪対
策課
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参考資料

１．大阪府消費者保護条例の体系

総 則
国

目的

・消費者の利益の擁護

及び増進
・府民の消費生活の安定
及び向上

消費者施策の

策定・実施

消費者基本計
画の策定

市

町

村

事

業

者

消

費

者

意見表明

相互協力

相互協力

国
民
生
活
セ
ン
タ
ー

他
の
地
方
公
共
団
体

大

阪

府

環境への配慮

苦情処理

知識の修得・
情報の収集

環境への配

慮

消
費
者
の
権
利
の
確
立
・
消
費
者
の
自
立
の
支
援

危
害
の
排
除

救
済

適
正
な
取
引

情
報

意
見
反
映

申出

自主行動基準の策定
・自主行動基準の策定
・自主行動基準の公示
（不当な取引行為を行っている

事業者の届出は公示しない）

・自主行動基準の策定の推進
・自主行動基準の遵守の勧告

危害の防止

・危害の発生、拡大防止の
ための措置勧告

・安全性に関する調査
・緊急危害防止措置

表示又は包装の基準

・府による表示又は包装の
基準

・表示又は包装の基準遵守
の勧告

不当な取引行為の防止

・不当な取引行為の禁止
（不当な物品の購入等の行為等）

・不当な取引行為に関する

調査

・合理的な根拠を示す資料の

提出

・不当な取引行為を行っている

事業者への指導、勧告
・被害発生、拡大防止のため

生活関連物資に関する

緊急措置

・価格の安定、流通の円滑化

を 図るべき物資の指定
・売渡しの勧告

被害の救済
・相談、苦情の処理のあっせん
等

・大阪府消費生活苦情審査委員

会
のあっせん・調停、当事者へ

大阪府消費者保護審議会
（大阪府消費者保護

審議会規則）
・重要事項の調査審議

・解決困難な苦情のあっせん、

調停

・訴訟援助の認定

大阪府消費者行政

推進本部会議
（大阪府消費者行政

推進本部会議設置要綱）
・企画調整、推進

報告の要求等
・報告の徴収

・立入検査
・質問

公表

・氏名・名称、行為内容等の
公表

消費者教育の推進

・消費者教育の充実に努める
・消費生活の知識普及、
情報提供

施設整備

・試験、検査施設の整備

委任
・規則への委任

大阪府消費生活センター

（大阪府消費生活ｾﾝﾀｰ条例）

・啓発

・消費者教育

・情報収集、提供
・相談、苦情処理
・商品テスト

教
育

事
業
者
団
体

消
費
者
団
体

情報の収集・提供、

意見表明

消費者啓発・

教育

市場の監視

苦情処理体
制整備

自主行動基
準作成支援

施策に協力

危害の防止

施策に協力

具体的施策等

情報の提供

自主行動基
準作成

消費者被害
防止・救済

知的財産権
等への配慮

個人情報の適
切な取り扱い

公正取引の確保

消費者相互の連
携・組織化

基本理念

支援

申
出
の
結
果
等
の
提
供

健
全
な
生
活
環
境

消
費
者
の
権
利

連絡調整・
支援

選
択

個
人
情
報

知事は消費者施策を計画的に推進するため

基本的な計画を策定

・消費者施策の基本的な方針

・消費者施策を推進するために必要な事項

・大阪府消費者保護審議会、府民の意見の反映

消費者基本計画の策定

基
本
的
な
需
要
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２．消費者行政主要組織図 

 

連携
消費生活センター

大
 
 
 
 
阪
 
 
 
 
府

意見 連

【消費者行政推進本部会議】
〔本部長：知事〕

（施策の企画・推進）
消費生活苦情審査委員会

（あっせん・調停）

付託 携

各 部 局
（施策の実施）

消費生活センター
（総合調整、相談、啓発、商品ﾃｽﾄ､事業者指導等）

消費者（消費者団体） 事業者（事業者団体）

意見 支援 事業活動の適正化 

国

〔内閣総理大臣〕
〔内閣府特命担当大臣（消費者）〕

消費者庁
（施策の実施、
情報の一元化

等）

消

費

者

基

本

政

策

室

 

(

総

合

調

整

等
）

連携

市
町
村

各 部 局 消費者行政担当課

連携 【消費者保護審議会】
〔知事附属機関〕
（調査・審議）

消

費

者

委

員

会

 

(
調

査

・

審

議
）

国民生活センター
（情報提供、教育研修、
商品ﾃｽﾄ、地方支援等）情報

建議

勧告等調整等
建議

勧告等調整等
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３．消費者施策に関する法令等について 

 

項    目 法律の名称 法    律    の    概    要 所管官庁 府の担当課 府 の 事 務 の 概 要 

自治事務､ 

法定受託 

事務の別 

安全な消費生活の確保 

相談苦情処理

体制の強化 
消費者安全法 

基本方針、消費生活相談、消費者事故等の情報集約、

消費者被害の発生・拡大の防止 
消費者庁 

消費生活 

センター 

消費生活相談、消費生活センター設置、消

費者事故情報の通知、立入検査等 

自治事務 

(一部法

定受託事

務) 

貸金業法 
貸金業の登録、契約証書等の書面の交付、取立行為

の規制等 
金  融  庁 金 融 課 貸金業の登録、貸金業者の指導監督等 

第 1 号法

定受託事

務 

品目の適正に

応じた危害の

防止 

消費生活用製品安全法 
一般生活用品の製造、販売の規制（PSCマーク制度）、

安全向上の自主的促進措置（SGマーク制度）等 

経済産業省 

消 費 者 庁 

消費生活 

センター 

販売事業者に対する報告徴収、立入検査等 

（H19.4.1～町村へ移譲・市は法定移譲） 
自治事務 

ｶﾞｽ事業法・液化石油ｶﾞｽ

の保安の確保及び取引の

適正化に関する法律 

ガス用品の指定機関による検定、形式承認、表示の

規制、有資格者による工事又は監督の義務付け等 

 

経済産業省 

 

消防保安課 販売事業者に対する報告徴収、立入検査等 自治事務 

電気用品安全法 電気用品の指定機関による検定、形式承認等 
経済産業省 

消 費 者 庁 
消防保安課 販売事業者に対する報告徴収、立入検査等 自治事務 

火薬類取締法 
火薬類（玩具花火）の取扱い、販売業者での保管や

陳列の規制等 

 

経済産業省 

 

消防保安課 火薬類の譲受・消費に関する許認可 自治事務 

医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（医

薬品医療機器等法） 

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医

療等製品の品質、有効性及び安全性の確保に必要な

規制等 

 

厚生労働省 

 

薬務課 

薬局等医薬品販売業、医療機器販売業・貸

与業及び再生医療等製品販売業に関する審

査、許認可及び監視指導 

自治事務 

医薬品・医療機器等の製造販売業・製造業

に関する審査・進達、許認可及び監視指導 

第 1号法定 

受託事務 

毒物及び劇物取締法 毒物及び劇物に関する保健衛生に必要な取締り 厚生労働省 薬務課 

毒劇物の製造・輸入・販売業者及び業務上

取扱者等に関する審査・進達、許認可・登

録及び監視指導。知事権限に属するもの（製

剤の製造等）は自治事務。大臣権限に属す

るもの（製造）は第 1号法定受託事務。 

自治事務 

 

第 1号法定 

受託事務 

食品衛生法 
不衛生食品等の販売等の禁止、食品等の規格基準の

制定、営業施設の基準 
厚生労働省 

食の安全推

進課 

食品関連事業者に対する許認可及び監視指

導 

営業施設の基準の設定 

自治事務 

営業施設への臨検検査、報告の徴収等 
第 1号法定 

受託事務 

食品表示法 
食品表示基準、不適正な表示に対する措置、差止請

求及び申出 
消 費 者 庁 

食の安全推

進課 

食品関連事業者に対する指示・命令及び公

表。 
自治事務 

食品関連事業者に対する回収命令・公表及

び報告徴収、立入検査等 

第 1号法定 

受託事務 

食鳥処理の事業の規制及

び食鳥検査に関する法律 

食鳥処理の事業について公衆衛生の見地から必要な

規制その他の措置を講じ、食鳥検査の制度を設け、

食鳥肉等に起因する衛生上の危害の発生を防止する 

厚生労働省 
食の安全推

進課 

処理業の許可、食鳥検査 自治事務 

処理場等への臨検等、処理業者等からの報

告徴収等 

第 1号法定 

受託事務 

有害物質を含有する家庭

用品の規制に関する法律 

住宅用洗浄剤エアゾール製品、繊維製品のうち下着

等のホルムアルデヒド等有害物質を含有する一般家

庭用品の規制 

厚生労働省 

消 費 者 庁 
環境衛生課 

製造・輸入・販売の事業を行う者に対する

立入検査、報告徴収等 

第１号法定

受託事務 

試験検査等の

充実 
食品衛生法 

不衛生食品等の販売等の禁止、食品等の規格基準の

制定、営業施設の基準 
厚生労働省 

食の安全推

進課 
食品等の収去・検査 

第 1号法定 

受託事務 

食品表示法 
食品表示基準、不適正な表示に対する措置、差止請

求及び申出 
消 費 者 庁 

食の安全推

進課 
食品の収去・検査 自治事務 

医薬品、医療機器等の品

質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（医

薬品医療機器等法） 

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医

療等製品の品質、有効性及び安全性の確保に必要な

規制等 

 

厚生労働省 

 

薬務課 

薬局等医薬品販売業、医療機器販売業・貸

与業及び再生医療等製品販売業の申請に係

る相談指導及び審査業務、収去試験、調査

研究、研修並びに依頼試験等 

自治事務 

医薬品・医療機器等の製造販売業・製造業

の薬事申請に係る相談指導及び審査業務、

収去試験、調査研究、研修並びに依頼試験

等 

第 1号法定 

受託事務 

水道法 
各種水道の規制、水質の検査、受水槽の管理等につ

いて規定 

 

厚生労働省 

 

環境衛生課 
水道事業者に対する指示、報告徴収、立入

検査等 
自治事務 

有害物質を含有する家庭

用品の規制に関する法律 

住宅用洗浄剤エアゾール製品、繊維製品のうち下着

等のホルムアルデヒド等有害物質を含有する一般家

庭用品の規制 

厚生労働省 

消 費 者 庁 
環境衛生課 

製造・輸入・販売の事業を行う者に対する

立入検査、報告徴収等（検査は (地独)大阪

健康安全基盤研究所で実施） 

第 1号法定 

受託事務 



参考資料 

３．消費者施策に関する法令等について 
 
項    目 法律の名称 法    律    の    概    要 所管官庁 府の担当課 府 の 事 務 の 概 要 

自治事務､ 

法定受託 

事務の別 

適正な消費者取引の確保 

商品・ｻｰﾋﾞｽ

の表示・契約

等の適正化 

特定商取引に関する法律 

事業者による違法・悪質な勧誘行為等を防止し、消

費者の利益を守ることを目的とし、消費者トラブル

を生じやすい取引類型を対象に、不適切な勧誘の禁

止、法定書面の交付、不実を告げることの禁止など、

事業者が守るべきルールと、クーリング・オフ等の

消費者を守るルール等を規定 

（取引類型） 

訪問販売、通信販売、電話勧誘販売、連鎖販売取引、

特定継続的役務提供、業務提供誘引販売取引、 

訪問購入 

 

消 費 者 庁 

経済産業省 

消費生活 

センター 

訪問販売業者等に対する指示、業務停止命

令等 
自治事務 

割賦販売法 
割賦販売につき、手数料率等販売条件の表示、書面

の交付、クーリングオフ等の規制等 

経済産業省 

消 費 者 庁 

消費生活 

センター 

前払式割賦販売業者及び前払式特定取引業

者に対する報告徴収、立入検査 
自治事務 

家庭用品品質表示法 
繊維製品、雑貨工業品等の家庭用品につき、製品の

品質が識別できるような表示の標準化等 

消 費 者 庁 

経済産業省 

消費生活 

センター 

販売事業者に対する指示、報告徴収、立入

検査等（H19.4.1～町村へ移譲・市は法定移

譲） 

自治事務 

商品・ｻｰﾋﾞｽ

の表示・契約

等の適正化 

公正自由な競

争条件の確保 

 

ゴルフ場等に係る会員契

約の適正化に関する法律 

会員募集の際の届出、契約締結の際の書面による情

報の開示、クーリングオフ等 

 

経済産業省 

 

消費生活 

センター 

会員制事業者等に対する指示、業務停止命

令等 
自治事務 

旅行業法 

旅行業者等及び旅行サービス手配業者の登録、有効

期間の更新登録、営業保証金の供託、旅行業約款の

導入、取引条件の説明、適正な広告表示、営業保証

金の還付、報告徴収及び立入検査 

観光庁 

消 費 者 庁 

企画・観光

課 

旅行業者及び旅行業者代理業者、旅行サー

ビス手配業者の登録等 
自治事務 

特定住宅瑕疵担保責任の

履行の確保等に関する法

律 

新築住宅について、請負人や売主に課される資力確

保措置等 
国土交通省 

都市居住課 

建築振興課 

法律に関する普及、啓発、質問・相談への

対応等（情報提供等） 
自治事務 

大阪府知事許可・免許事業者が行う届出の

受理等 

計量法 
正確な計量器の供給、正確な計量器使用、正確な計

量、商品量目の規制等 

 

経済産業省 

 

計量検定所 

事業者に対する登録・届出・指定・計量器

に対する検定・検査、計量関係事業者等立

入検査及び計量思想の普及啓発 

自治事務 

農林物資の規格化等に関

する法律（ＪＡＳ法） 

飲食料品以外の農林物資の規格の策定及び品質表示

の適正化 

農林水産省 

消 費 者 庁 
流通対策室 

飲食料品以外の農林物資の規格の策定及び

品質表示の適正化 
自治事務 

食品表示法 
食品表示基準、不適正な表示に対する措置、差止請

求及び申出 
消 費 者 庁 

食の安全推

進課 

食品関連事業者に対する指示・命令及び公

表。 
自治事務 

食品関連事業者に対する回収命令・公表及

び報告徴収、立入検査等 

第 1号法定 

受託事務 

米穀等の取引等に係る情

報の記録及び産地情報の

伝達に関する法律 
（米トレーサビリティ法） 

米穀等の取引の際の情報の記録及び産地情報の伝達

業務等を規定 

（米トレーサビリティ法） 

農林水産省 

消 費 者 庁 
流通対策室 

米穀等の産地伝達や表示の適正化を推進す

るための米穀事業者に対する啓発や指導 

 

 

自治事務 

自動車運転代行業の適正

化に関する法律 

 

自動車運転代行業者の認定、自動車運転代行業者の

遵守事項の規定、監督等 

 

国土交通省 交通道路室 
自動車運転代行業に対する報告徴収、立入

検査等 
自治事務 

不当景品類及び不当表示

防止法 

一般消費者に誤認される商品又は役務についての不

当な表示の規制等 
消 費 者 庁 

消費生活 

センター 

事業者に対する指示（H26.12.1 から措置命

令）、報告徴収、立入検査等(指示は平成

23.4.1～、措置命令は H27.1.1～大阪市へ移

譲) 

 

自治事務 

 



参考資料 

３．消費者施策に関する法令等について 

 
項    目 法律の名称 法    律    の    概    要 所管官庁 府の担当課 府 の 事 務 の 概 要 

自治事務､ 

法定受託 

事務の別 

消費者教育・情報提供の強化 

消費者教育の

総合的・一体的

な推進 

消費者教育の推進に関

する法律 
消費者教育の総合的かつ一体的な推進 消 費 者 庁 

消費生活セ

ンター 
消費者教育の推進 自治事務 

消費者啓発・教

育の充実 健康増進法 食生活の改善や栄養に関する正しい知識の普及 厚生労働省 
健康づくり

課 

・特定給食施設に対する指導 

・特別用途食品申請に関する指導、食品の

虚偽誇大表示等に関する相談・指導 

自治事務 

食品衛生法 

不衛生食品等の販売等の禁止、食品等の規格基準

の制定、営業施設の基準、食品衛生に関する正し

い知識の普及等 

厚生労働省 

消 費 者 庁 

食の安全推

進課 

消費者及び食品関係事業者に対する食中

毒予防等食品衛生に関する正しい知識の普

及 

自治事務 

消費生活に関

する情報提供

の充実 
建築基準法 

安全で安心なまちづくりの実現を図るための建築

物等の安全、防火、衛生上の基準 

 

国土交通省 

 

建築指導室 

建築確認、中間完了検査、許可、認定や違

反建築対策等、建築物についての台帳の管

理と閲覧 

自治事務 

高齢者の居住の安定確

保に関する法律 

高齢者の円滑な入居を促進するための賃貸住宅の

登録制度を設けるとともに、良好な居住環境を備

えた高齢者向けの賃貸住宅の供給を促進するため

の措置を講じることなどにより、高齢者の居住の

安定の確保を図る。 

 

国土交通省 

厚生労働省 

 

都市居住課 

高齢者世帯の入居を拒まない賃貸住宅を登

録し、登録簿を一般の閲覧に供するなどに

より、高齢者に情報を提供 

自治事務 

望ましい消費

生活の提案 

容器包装に係る分別収

集及び再商品化の促進

に関する法律（容器包

装リサイクル法） 

容器包装廃棄物の消費者の分別排出、市町村の分

別収集、事業者の再商品化の責務 

 

環 境 省   

経済産業省 

 

循環型社会

推進室 
法令の周知、分別収集促進計画の策定 自治事務 

特定家庭用機器再商品

化法（家電ﾘｻｲｸﾙ法） 

家電廃棄物の減量と再商品化等を図るための製造

業者、小売業者の義務 

 

環 境 省   

経済産業省 

 

循環型社会

推進室 
法令の周知 自治事務 

使用済小型電子機器等

の再資源化の促進に関

する法律（小型家電ﾘｻｲ

ｸﾙ法） 

使用済小型電子機器の再資源化を促進するための

廃棄物処理法の特例 

環 境 省   

経済産業省 

循環型社会

推進室 
法令の周知 自治事務 

食品循環資源の再生利

用等の促進に関する法

律（食品ﾘｻｲｸﾙ法） 

食品関連事業者が食品廃棄物について、発生抑制、

再生利用、減量等を行う責務 

 

農林水産省 

 

流通対策室 法令の周知 自治事務 

食品ロスの削減の推進

に関する法律 

多様な主体が連携し、国民運動として食品ロスの

削減を推進 
消費者庁 流通対策室 

・食品ロス削減の推進 

・食品ロス削減推進計画の策定 
自治事務 

消費者活動の支援 

生活協同組合

の活動支援 
消費生活協同組合法 

消費生活協同組合の許認可、運営に関する監督指

導等 

 

厚生労働省 

 

男女参画・

府民協働課 

消費生活協同組合の設立、解散等の許認可

及び運営に関する監督指導 
自治事務 

物価安定対策等 

生活関連物資

の価格・需給動

向の調査・監視

等 

生活関連物資等の買占め 

及び売惜しみに対する緊 

急措置に関する法律 
生活関連物資の異常高騰の抑制、物資の価格・需

給の調査、販売業者に対する規制等 

 

消 費 者 庁 

 
消費生活 

センター 

生活関連物資等の売り渡しの指示 

（H19.4.1～市町村へ移譲・政令市は法定移

譲） 

第 1号法定 

受託事務 

国民生活安定緊急措置法 

 

消 費 者 庁 

 

生活関連物資等の標準価格等の表示の指示

及び標準価格以下での販売の指示 

（H19.4.1～市町村へ移譲・政令市は法定移

譲） 

第 1号法定 

受託事務 

流 通 の 合 理

化・適正化 
卸売市場法 

卸売市場の適正な管理及び運営、市場関係者の業

務指導監督 

 

農林水産省 

 

流通対策室 
地方卸売市場の開設についての認定等、市

場業務についての指導及び監督 
自治事務 
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